
 

 

議案第９２号 

さいたま市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 さいたま市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

平成２７年２月１０日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

   さいたま市介護保険条例の一部を改正する条例 

さいたま市介護保険条例（平成１３年さいたま市条例第１８６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （保険料率等）  （保険料率等） 

第３条 平成２７年度から平成２９年度までの各年

度における保険料率は、次の各号に掲げる法第９

条第１号に規定する第１号被保険者（以下「第１

号被保険者」という。）の区分に応じ、当該各号

に定める額とする。 

第３条 平成２４年度から平成２６年度までの各年

度における保険料率は、次の各号に掲げる法第９

条第１号に規定する第１号被保険者（以下「第１

号被保険者」という。）の区分に応じ、当該各号

に定める額とする。 

 ⑴ 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２

号。以下「令」という。）第３９条第１項第１

号に掲げる者 ３１，５７８円 

 ⑴ 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２

号。以下「令」という。）第３９条第１項第１

号に掲げる者 ２９，２８０円 

 ⑵ 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ３７，

８９３円 

 ⑵ 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ２９，

２８０円 

 ⑶ 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４１，

０５１円 

 ⑶ 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ３８，

０６４円 

 ⑷ 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ５３，

６８２円 

 ⑷ 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ５８，

５５９円 

 ⑸ 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６３，

１５５円 

 

 ⑹ 次のいずれかに該当する者 ６９，４７１円  ⑸ 次のいずれかに該当する者 ６４，４１５円 

  ア ［略］   ア ［略］ 

  イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）第６条第２項に規定する要保護者

をいう。以下同じ。）であって、その者が課

される保険料額についてこの号の区分による

額を適用されたならば保護を必要としない状

  イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）第６条第２項に規定する要保護者

をいう。以下同じ。）であって、その者が課

される保険料額についてこの号の区分による

額を適用されたならば保護を必要としない状



 

 

態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（

⑴に係る部分を除く。）又は次号イ、第８号

イ、第９号イ、第１０号イ若しくは第１１号

イに該当する者を除く。） 

態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（

⑴に係る部分を除く。）又は次号イ、第７号

イ、第８号イ、第９号イ若しくは第１０号イ

に該当する者を除く。） 

 ⑺ 次のいずれかに該当する者 ８２，１０２円  ⑹ 次のいずれかに該当する者 ７６，１２７円 

  ア ［略］   ア ［略］ 

  イ 要保護者であって、その者が課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部

分を除く。）又は次号イ、第９号イ、第１０ 

   号イ若しくは第１１号イに該当する者を除く。 

   ） 

  イ 要保護者であって、その者が課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部

分を除く。）又は次号イ、第８号イ、第９号

イ若しくは第１０号イに該当する者を除く。

） 

 ⑻ 次のいずれかに該当する者 ９４，７３３円  ⑺ 次のいずれかに該当する者 ９０，７６７円 

  ア ［略］   ア ［略］ 

  イ 要保護者であって、その者が課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部

分を除く。）又は次号イ、第１０号イ若しく

は第１１号イに該当する者を除く。） 

  イ 要保護者であって、その者が課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部

分を除く。）又は次号イ、第９号イ若しくは

第１０号イに該当する者を除く。） 

 ⑼ 次のいずれかに該当する者 １０７，３６４

円 

 ⑻ 次のいずれかに該当する者 ９９，５５１円  

  ア ［略］   ア ［略］ 

  イ 要保護者であって、その者が課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部

分を除く。）又は次号イ若しくは第１１号イ

に該当する者を除く。） 

  イ 要保護者であって、その者が課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部

分を除く。）又は次号イ若しくは第１０号イ

に該当する者を除く。） 

 ⑽ 次のいずれかに該当する者 １２３，１５３

円  

 ⑼ 次のいずれかに該当する者 １１４，１９１

円 

  ア・イ ［略］ ア・イ ［略］ 

 ⑾ 次のいずれかに該当する者 １３８，９４１

円  

 ⑽ 次のいずれかに該当する者 １２２，９７４

円 

  ア・イ ［略］ ア・イ ［略］ 

 ⑿ 前各号のいずれかに該当しない者 １５４，

７３０円  

 ⑾ 前各号のいずれかに該当しない者 １３１，

７５８円 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

 （賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、 

 喪失等があった場合） 

 （賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、 

 喪失等があった場合） 

第５条 ［略］ 第５条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号

イ（同号イに規定する老齢福祉年金の受給権を有 

 するに至った者及び同号イ⑴に係る者を除く。）、 

 ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ、

３ 保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号

イ（同号イに規定する老齢福祉年金の受給権を有 

 するに至った者及び同号イ⑴に係る者を除く。）、 

 ロ若しくはハ、第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ、



 

 

第５号ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ又は第

９号ロに該当するに至った第１号被保険者に係る

保険料の額は、当該該当するに至った日の属する

月の前月まで月割りにより算定した当該第１号被

保険者に係る保険料の額及び当該該当するに至っ

た日の属する月から令第３９条第１項第１号から

第９号までのいずれかに規定する者として月割り

により算定した保険料の額の合算額とする。 

第５号ロ、第６号ロに該当するに至った第１号被

保険者に係る保険料の額は、当該該当するに至っ

た日の属する月の前月まで月割りにより算定した

当該第１号被保険者に係る保険料の額及び当該該

当するに至った日の属する月から令第３９条第１

項第１号から第６号までのいずれかに規定する者

として月割りにより算定した保険料の額の合算額

とする。 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のさいたま市介護保険条例第３条第１項の規定は、平成２

７年度以後の年度分の保険料について適用し、平成２６年度分までの保険料につい

ては、なお従前の例による。 

（さいたま市重度要介護高齢者手当支給条例の一部改正） 

３ さいたま市重度要介護高齢者手当支給条例（平成１３年さいたま市条例第１５７

号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （支給要件）  （支給要件） 

第２条 手当の支給を受けることができる者（以下

「支給対象者」という。）は、市内に居住し、か

つ、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）

により市の住民基本台帳に記録されている６５歳

以上の者で、次に掲げる要件を備えているものと

する。 

第２条 手当の支給を受けることができる者（以下

「支給対象者」という。）は、市内に居住し、か

つ、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）

により市の住民基本台帳に記録されている６５歳

以上の者で、次に掲げる要件を備えているものと

する。 

 ⑴・⑵ [略]  ⑴・⑵ [略] 

 ⑶ さいたま市介護保険条例（平成１３年さいた

ま市条例第１８６号。以下「介護保険条例」と

いう。）第３条第１項第１号から第５号までに

該当する者であること。 

 ⑶ さいたま市介護保険条例（平成１３年さいた

ま市条例第１８６号。以下「介護保険条例」と

いう。）第３条第１項第１号から第４号までに

該当する者であること。 



 

 

 ⑷・⑸ [略]  ⑷・⑸ [略] 

  

 


